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Ⅰ. 202２年度取締役会実効性評価結果
当社取締役会は、以下のとおり、２０２２年度における取締役会（指名委員会・報酬委員会を含む）の実効性を分析・評価した。

① 当社が目指す取締役会の姿を再確認する。
 将来にわたって取締役会が果たすべき役割と必要な構成を改めて議論し、確認する。

 その取締役会において、議長、各取締役が果たすべき機能を改めて議論し、確認する。

② 取締役会実効性の基礎である、議論の実効性の一層の向上を図る。
 取締役会アジェンダを一層明確にするとともに、モニタリングの質の向上を図る。

 多様で必要十分な情報を、取締役会に適時適切に共有する取り組みを強化する。

必要なテーマを、必要な体制の下、適切に計画し、適切に審議･モニタリングしていると判断される

中長期的な企業価値の向上に向け、幅広い視点での課題の指摘があった

 構築した実効性向上の仕組み・プロセスは、改善すべき点はあるが実効的に機能している。

 サステナビリティやサクセッションプランを始め、その実効性を高く評価される議論が行われた。

 取締役会での一層の実効的な議論に向け、議論の方法や情報の入手など、対処すべき課題を認識している。

認識する
課題

理 由
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2022年度の当社取締役会及び指名委員会・報酬委員会は、実効的に機能しており、

中長期的に企業価値を向上し続けるための責務を果たしている。

当社取締役会は、世界のステークホルダーに認められ、将来にわたって企業価値を向上し続けるために、

取り組むべき課題を認識しており、将来に向けて対応していく。
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Ⅱ.役員評価での主な意見（概要）

実効性について
の考え方を示す

意見

 実効性とは、十分な対話・コミュニケーションによって、より良い意思決定・監督に繋がっていることだ。

 取締役会の実効性とは、会社の将来目標や方向性がしっかり定められているか、その体制・方法が構築・整備されて
いるか、それらが適切か、その進捗がしっかりモニタリングされているか、モニタリング結果に基づき、よりよい運営
に向けた調整に繋がっているか、そして、これらのメカニズムが確立しているのか、である。

取締役会が実効
的であることを

示す意見

 全般に、ガバナンスなど非常に高いレベルの取締役会である。取締役会は大変よく機能している。

 議長に関して問題はない。議事進行は素晴らしい。議論を後ろから支えている。

 長期戦略、中長期経営方針に関し、取締役会のリーダーシップは充分に機能している。

 長期・超長期を見据えた計画に関し、戦略的計画の進捗状況やメガトレンドへの対応など、モニタリングは十分に行わ
れている。

 新しい4RHQシステムは取締役会レベルでうまく導入されている。

課題を認識する
意見

 取締役会のモニタリングに関し、一層の実効性向上に向けた取り組みが必要。

 グローバルカンパニーとしての取締役会となるには、議論の内容も変えていくことが必要。

実効的であ
ることを示

す意見

 本年度から指名・報酬委員会の年間計画が取締役会に上程され、計画性や情報共有は大きく改善した。

 指名委員会では、外の視点をよく考えて、非常に理論的に、かつ丁寧に議論されている。

 役員報酬は、報酬委員会でのオープンで率直な議論が保証され、客観的データを活用し、透明公正なプロセスで決定
されている。

課題を認識
する意見

 取締役会スキルマトリックスについては、将来にわたる当社の持続的な企業価値向上のため、必要なスキルを定期的
に見直すなど、一層の改善を続けるべき。

 役員報酬について、日本企業に対するベンチマークは重要だが、グローバル企業に対するベンチマークも重視すべき。

指
名
・報
酬
に
関
す
る
事
項
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Ⅲ. 202２年度に認識する課題への対応

これらの課題と、２０２１年度に認識した課題で中長期的・継続的な課題に対応する活動を、

202３年度の取締役会・指名委員会・報酬委員会の年間活動計画に盛り込み、取り組む。

202２年度に
認識する課題

② 取締役会実効性の基礎である、議論

の実効性の一層の向上を図る。

① 当社が目指す取締役会の姿を再確認

する。

 取締役会アジェンダを一層明確にするとともに、
モニタリングの質の向上を図る。

 多様で必要十分な情報を、取締役会に適時適切
に共有する取り組みを強化する。

 将来にわたって取締役会が果たすべき役割と
必要な構成を改めて議論し、確認する。

 その取締役会において、議長、各取締役が果た
すべき機能を改めて議論し、確認する。
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〔参考〕 評価方法 ー 202２年度の当社取締役会（指名委員会・報酬委員会）の実効性評価 ー

4

当社取締役会は、2022年12月から202３年１月にかけて、以下の３種類の評価・意見を得て、これを基に取締役会にて討議し、

202２年度の評価及び202３年度に取り組むべき課題を決定した。

役員評価

事務局評価

第三者意見

アンケートとインタビュー結果を第三者により取り纏め、分析した。

アンケート 全取締役・全監査役に、形式ではなく実質を重視した少数の評価項目につき、

評点ではなく評価意見を受けた。

インタビュー 将来の実効性向上に向けた課題を中心に、全取締役に第三者により実施。

形式的な項目につき、取締役会事務局が、第三者とともに確認を行った。

役員評価、事務局評価、及び

取締役会資料・議事録などの

資料を基に、第三者から意見

を受けた。

これを基に取締役会にて討議・評価を行い、企業価値を向上し続けるための課題を認識
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〔参考〕 実効性向上の取り組み ー 実効性向上のフレームワーク ー

当社は、実効性が高い取締役会とは 『中長期的に企業価値を向上し続ける取締役会』と考えている。

中長期の企業価値向上

取締役会の実効性の向上

実効性の高い意思決定

× ×

取締役会スキルマトリックス
＜ 実効性向上に貢献する取締役に必要なスキル ＞

長期戦略 グローバル ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ
非連続
成長

ｼﾆｱ
ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

財務
リスク・

ガバナンス
人材・文化

適時な
意思決定

実質的な
議論

適切な
テーマ選択

実効性の高い監督

× ×

執行監督能力意思決定能力

適時な
執行監督

実質的な
議論

適切な
テーマ選択

実効性に寄与する
オペレーション

・情報提供
・時間確保 など

5



ⒸASAHI GROUP HOLDINGS. All rights reserved.

〔参考〕 実効性向上の取り組み ー 継続的な実効性向上に向けた活動サイクル ー

取締役会、指名委員会・報酬委員会の実効性向上に向けた１年間の活動サイクル（ＰＤＣＡ）は以下のとおり。

毎年このＰＤＣＡを廻すことで、継続的な実効性の向上を図る。

Plan 計画
● 前年度の評価で確認し

た課題・対応方針を踏
まえ、年度の活動計画
の策定

Do 実行
● 年次計画に基づき認

識した課題への対応
や討議すべき事項を
討議／モニタリング

Check 評価
● 実効性評価

（外部の第三者に評価
意見を得るなど関与を
受ける）

Action 行動
● 評価結果を基に課題

と対応方針を確認

PDCAサイクルによる
スパイラルアップ
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〔参考〕 実効性向上の取り組み ー アジェンダ設定による2022年度の実効性向上の取組み ー

当社取締役会は、取り組むべき事項を戦略的にアジェンダとして設定して取締役会年間活動計画に落とし込み、実施している。

テーマ 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 ２月 3月

② 取締役間情報共有の充実

③ 監査役会との連携の充実

① 計画的・実効的な取締役会運営

① メガトレンド・中長期経営方針

② コーポレートガバナンス

③ サクセッション

④ 評価・報酬

⑤ サステナビリティ

⑥ DX

⑦ R＆D

⑧ 人的資本

⑨ リスクマネジメント
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*定例議案を含む
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〔参考〕 実効性向上の取り組み ー 202１年度に認識した課題への対応状況 ー

認識した課題

取締役会での継続的なメガ
トレンド討議
（中長期経営方針の取り組み及
びローリングをモニタリング）

新たなグループ体制を見据
えたコーポレート・ガバナン
スの議論の実施
（ＥＲＭなどのモニタリング）

新たな課題への対応を含む
サステナビリティの取り組
みのモニタリングの実施

チームとしての取締役会全
体のサクセッションへの取
り組み

対応の状況

 全取締役・監査役と若手社員とのメガトレンドセッションを実施し、2050年

に向けたメガトレンド、オポチュニティとリスクを改めて確認した

 上記の認識を基礎として、中長期経営方針のローリングを実施

◎

 取締役会にてコーポレートガバナンスの議論を実施。２０２４年３月以降の

体制などを討議

 取締役会にてリスクマネジメント討議を実施 。グループＥＲＭの取り組み、

グループ本社のクライシスマネジメント体制を確認

◎

 取締役会にてサステナビリティと経営の統合の取組状況を報告し、モニタリン

グを実施

 TCFD提言への取り組みのモニタリングを実施

◎

 指名委員会において、サクセッションプラン及び取締役会スキルマトリックス

の議論を実施

 取締役報酬の社会的価値指標を決定した

◎
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２０２１年度に認識した課題は、いずれも継続して取り組むべき課題であり、引き続き取締役会において取り組んでいく。

2021年度

に認識した

課題
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〔参考〕 実効性向上の取り組み － これまでのコーポレートガバナンス向上のための取り組み －

当社は、2000年以降、実質的なコーポレートガバナンス強化に継続的に取り組み、特に、

２０１８年からは経営の監督と執行の分離を進め、取締役会実効性評価に第三者の目を導入、

CEO退任基準や取締役会スキルマトリックスの制定等、大きく進化した。

今後も、当社取締役会は、中長期的な企業価値向上のため、コーポレートガバナンス

向上に取り組んでいく。

実
質
へ

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

社外取締役数の拡大

指名・報酬委員会の設置

取締役任期の短縮化

純粋持株会社制へ移行

コーポレートガバナンス・ガイドラインの策定

取締役会実効性評価の開始

業績連動型株式報酬の導入

取締役会スキルマトリックスの改善

取締役報酬の社会的価値指標の強化

2022年の主な取り組み

監査役会実効性評価の開始

指名・報酬委員会の委員長を社外取締役に

取締役会実効性評価に第三者の目を入れた評価の開始

監査役会実効性評価に第三者の目を入れた評価の開始

会長が代表取締役を外れ取締役会議長に専念

ＣＸＯ制を導入

ＣＥＯ・取締役サクセッションプランの策定

取締役会スキルマトリックス、ＣＥＯスキルセットの策定

超長期的なメガトレンド議論の開始

取締役会の年間計画・アジェンダ設定、PDCA化

ＧＨＱ/ＲＨＱによる新たなグループ体制への刷新

指名委員会・報酬委員会の年間計画の強化

指名委員会・報酬委員会の実効性評価の開示
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